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日本医師会 COVID-19 有識者会議   

 

COVID-19 感染対策における PCR 検査実態調査と 

利⽤推進タスクフォース （中間報告書 概要） 

（2020 年 5 月 13 日） 

 

COVID-19 感染症のグローバル・パンデミックにおいて、必要な PCR 検査が実施で

きない状況が続いている。これは医療、社会・経済に対する深刻な影響をもたらして

いる。 

この現状に鑑みて、日本医師会 COVID-19 有識者会議では、実態調査に基づく適正

な利用推進を目的として、「COVID-19 感染対策における PCR 検査実態調査と利用

推進タスクフォース」を設置した。PCR 検査の実態調査結果に基づき、課題の整理と

解決法の提示、緊急および長期にわたる国家戦略的な提言を行なった。 

 

＜エクゼクティブサマリー＞ 

PCR 検査の実態調査の結果、主要な課題は、3 つのセクターについて以下のごとく整

理された。 

1.行政側要因：保険適用の行政検査の委託の課題 

2.検査室側要因：医療機関での PCR 検査実施の課題 

3.企業側要因：PCR 検査の試薬供給の課題 

課題の解決のためのソリューションとして、以下の両面から具体的な方策を示した。 
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1.PCR 検査の有効利用のしくみの構築 

2.PCR 検査を広く迅速に安心して実施するセーフティネットの構築 

PCR 検査の実施は、社会・経済活動の回復・維持の基本的な指標となることから、国

家戦略的な取り組みが必要で、それを推進する上で、国家財政基盤の視点において予

算措置が必要である。 

実態調査の結果に基づき、適正な利用推進に関する緊急的な方策について、以下の提

言をまとめた。 

1. 行政側の要因 

①PCR 検査の利用に関する国の司令塔機能（情報収集、戦略、指揮、調整、広報等）

の設置 

②緊急事態の発動・解除および社会・経済活動の起動の判断と対策効果の基本評価

指標に活用するための PCR 検査件数の拡大と財源の確保 

2. 検査室側の要因 

信頼性ある PCR 検査のための精度確保のための調査（外部精度評価）と施設間差

の是正、精度管理物質の利用の促進とその実施に向けた財源の確保 

3. 企業側の要因 

不安定な海外発注に依存しない試薬供給、ニーズに合う需給調整機能を構築するた

めの財政支援 

長期的な国家戦略：第二波、新たな病原体によるグローバル・パンデミック感染症

（新興感染症）への対応として、以下の提言をまとめた。 

① 国家戦略的な PCR 検査件数の拡大推進と精度確保 
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② 国家戦略的な国内医療産業基盤 

③国家戦略的な医療機関の機能整備 

 

本報告書をもとに、PCR検査が必要な対象者でタイムリーに実施されることにより、

安全・安心で良質な医療提供が行われること、治療が適正に評価されることが期待さ

れる。また効果的な感染制御および社会・経済活動の回復・維持において、基本的な

指標となる PCR 検査の拡大が重要である。 
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感染者隔離
重症化患者の紹介診療

医療従事者・・全員の感染防御体制強化

Covid19感染
重症者治療

人口呼吸器

ホテル

在宅

生活・国民行動制限対策による感染拡大防御

重要疾患患者治療

介護施設・従事者

教育活動の維持

保育園・託児所

社会保障費用のSustainabilityリスク

国債、地方債務、年金債務：1100兆円 Primery Balance（借金元本の返済削減分岐点）の変化見えず地震・甚大災害国債発行額の継続的増加

将来への負の遺産増加

税金・社会保障費の増額が不可欠
障碍者施設

社会保障体制の再考

税と社会保障の再考

負担と給付バランス再考

診療報酬費用配分再考

2019年末の経済指数復帰

2019年末の株価指数回復短期失業対策

失業率回復

休業補償

2020年度
補正予算

25,7兆円
国債・公債発行増額

全国規模の企業財務状態悪化に伴う倒産増加

失業者・失業率の増加

失業者保険増大

生活保護費用増大

外来患者診療の減少

食料品の確保
ライフラインの確保

物価の変動リスク・・・デフレ

対策の実施：主たる行為・行動

封じ込め

クラスター感染 市中感染

企業倒産対策

対応対策Agenda

生活必要資金配布
感染防止備品配布

ICU

Covid19検査試薬

開発と検査提供体制

医薬品開発と提供

その他の医薬品

ファモスタット

シクレソニド

ヒドロキシクロロキンロピナビル・リトロビル

アビガンレムデシベル

その他の抗ウイルス薬 ワクチン開発

消毒用アルコール

感染防護マスク

１．新型コロナウイルス感染症緊急経済対策関係経費 ： 25,7兆円

（１）感染拡大防止策と医療提供体制の整備及び治療薬の開発 1,8兆円
（２）雇用の維持と事業の継続 19,4兆円
（３）次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復 1,8兆円
（４）強靱な経済構造の構築 0,9兆円
（５）新型コロナウイルス感染症対策予備費 1,5兆円

２．国債整理基金特別会計へ繰入 0,1兆円

2020年度補正予算の公債金 25,7兆円

（１）建設公債 2,3兆円

（２）特例公債 23,4兆円

政府の補正予算名目（２）雇用に維持と事業の継続：19.4兆円 政府の補正予算名目（３）次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復：1.8兆円 政府の補正予算名目（4）強靱な経済構造の構築：0.9兆円

生活保護者

医療費負担比率と保険料の増額？＋増税

医薬品開発

保健所
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国立大学病院
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海外診断薬メーカー
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海外医薬品メーカー

感染研・衛生研

大学病院研究室

その他の研究機関

感染症指定医療機関

感染症指定医療機関（軽症→重症→ICU)

有症状者
のPCR検査

保健所

感染実態の
正確な把握

PCR検査

抗体検査

抗原検査

国立大学病院 公立・私立大学病院

具体的課題

入院患者全員の
PCR検査実施

鼻腔・咽頭拭い液

血清

自己採血液

陰性化確認
PCR検査

市中病院

重要疾患
重症者治療

重要疾患
入院患者

ICU・
CCU
SCU

PCR検査

抗原検査

鼻腔・咽頭拭い液

↓↓↓↓↓ 感染症対策と併存する社会基盤 ↓↓↓↓↓

複数回の検査

↓↓↓↓↓ 喫緊の対策 ↓↓↓↓↓

多感染ルート感染

ワクチン製剤

今期・来季の企業決算の大規模減益 大規模リストラの断行リスク

GDPの大幅減少と企業内部留保の減少

失業者・失業率の増加

法人税の大幅減収

10兆単位の法人税の大幅減収による
一般会計見直しと国際発行↑

オリンピック・・・アマチュア大会延期中止

医療従事者全員
の抗原検査実施

医療従事者全員
のPCR検査実施

陽性者の
感染者治療

紹介重症患者
のPCR検査 PCR検査

地方行政予算対応が必要

保険適用若しくは
財源出動が必要

財政支援
必要領域

現状費用持ち出し
財政支援必要領域

診療報酬＋財政支援有

診療報酬＋財政支援有り

第一次補正予算：655億円

経済財政出動分の合算額総額：22兆円

市中医療機関でPCR検査を行うには、遺伝子関連検査基盤が弱く、
精度確保や要員確保困難→院内検査立ち上げを断念

→外来患者の検査は保健所依頼、入院患者は高度救急医療に依存
→申し出による指定数は伸び悩み、民間検査会社への検査依頼頭打ち

民間検査センター

検査能力：28社、約7532/日（5月12日）
4月の平均実績：2000件/日以下（約30％）

X

★

①医療機関として導入運用するには、
保険適用の指定を受けることが前提

②測定技術、経費的と法的な課題の行政の指導要

技術的選択肢：

１ 迅速なPCR検査法と簡便な抽出法の組合せ（検出感度の課題あり）
２、EUAのPOCT用のPCR検査
（ID NOWTM（Abbott）、Xpert X press (Cepheid)）の利用

３、迅速抗原検査として、Nucleocapsid抗原検査（高感度との報告）

運用方法：
１、市中病院の感染症診療を支援する院内検査の選択肢について、

発症者（一般的に高コピー数）での陽性患者のrule inに用いる。
2、低コピー数の感染患者の確認は引き続き一般的な方法（感染研法と
同等の検出感度）・・・ で行う（外注検査の利用等）。

一般病床
ネック：TAT(報告日数が2～3日）

紫は第二次補正予算で財政出動
不可欠な領域

赤はコロナ感染対策の最重要課題
唾液

検査費用の診療報酬負担70％

検査費用の自己負分担15％

検査費用の自己負担分15％

転院連携
ホスピス

財政支援
必要領域

国負担分（財政支援有り）

保険適用を伴う行政検査の委託・・・3月6日～
①都道府県が認めた感染症指定医療機関
②都道府県と委託契約が必要
③都道府県に積算費用を請求する
④保健所への報告が必要

保健所検査能力：4990/日（4月30日）

推定検査能力：約4000/日（4月30日）

ホスピス等
PCR検査に関する投資・人材確保経費困難（外部委託の課題は上記記載の課題）

鼻腔・咽頭拭い液

唾液

鼻腔・咽頭拭い液

唾液

渡航者・接触者外来（コロナ外来）

検疫所入国者の
のPCR検査

妊婦全員の
PCR検査実施

医療機関の経営収支悪化費用負担財政支援必要→保険起用拡大

PCR検査、抗原検査、抗体検査の実施体制の予算は僅少

感染症対策交付金：1490億円
マスク：約2095億円
医薬品：655億円
地方創生臨時交付金：1兆円

保険適用の行政検査の委託契約の
申し出を行い都道府県から指定を受けた医療機関

COVID-19以外の
重要疾患の治療対策

学費対応等の学生支援 奨学金・授業料免除

プロスポーツ大会延期中止

芸能・イベント延期中止

娯楽の欠落→ストレス社会

医療機関の医業収入減収 医療機関の経営的存続

2020年度医療費減少

患者の医療機関アクセス現象

検査体制強化と早期発見：94億円
行政検査の自己負担分の50％分：49億円、

検査法確立予算は46百万円
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ICT弱い→不安

★患者搬送

★医療窮迫
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★ニーズ
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★課題
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行政検査以外の企業検診の推進


